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平成28年 1月 28日

器握かれら附 NQ 191

公益財団法人青森県暴力追放県民センター

暴力団等の不当要求断固拒否 ! 相談電話①17-723-8930

新 年 の ご 挨 拶
公益財団法人蕎森県暴力追放県民センター

理事長     井 畑 明 男

明けましておめでとうござしヽます。皆様におかれましては、お健やかに新年を
迎えられたこととお慶び申し上げます。
また、暴追関係機関 ・団体の方府をはじめ贅助会員の皆様には、平素から当セン
ターの事業活動等にご支援ご協力を賜ってしヽることに,いから御礼を申し上げます。
さて、最近の暴力団情勢ですが、昨年8月 、国本最大の指定暴力団である六代
目山□組が分裂し、新たに神戸山□組としヽう組織を立ち上げました。
本県においては、の裂により、県南方面にある六代目山□組の組員約 110人
が、神戸山□組の傘下となつたことから、六代目出□組の勢力は、40人 と大幅
に減少しております。
今のところ本県では、両山□組が対立する特段の動きはなしヽようですが、全国
では、組織の分裂に伴うトラブルが発生しており、これらがヨ|き金となつて、か
つての 「山一抗争」のような大規模な抗争事件に発展することも予想され、一般
市民の力衆が巻き込まれないかと危惧されるところであります。

また、資金源活動においては、法的整備や企業 ・団体をはじめとした市民によ
る暴排活動の強化などにより、その活動が困難になつてきております。
昨年 l① 月、本県において暴力団組員らによる 「なまこ」の密漁事件を検挙し
ておりますが、このことからもお劣かりのとおり、資金源活動が益短困難になっ
てきたことから多種多様な活動を展開しているのが実情であります。
暴力団はまさに生き残りをかけ、なりも、り構わす、振り込め許欺などの犯罪を
犯すほか、今後、益泉不透明化を進め企業活動を装しヽ資金源活動を活発化するこ
とが予想されます。

このように六代目山□組の劣裂による抗争事件の司含ヒ性、一方では資金源活動
が一般経済活動に益泉侵入してくるとしヽう昨今の情勢にあって、暴力団対策に当
たっては、何よりも警察の強力な取締りと暴排活動の両輪が財要不司欠でありま
す。
当センターは、民間暴排組織の中核として、今後とも警察をはじめとした関係
機関との連携を深め、相談活動や暴排意識の高場を図るための広報啓発活動、不
当要求防止責任者講習などの事業を充実 ・効果的に推進して参る所存であります。
皆様には、昨今の暴力団情勢をご認識しヽただきまして、当センターの運営 ・活
動に関し、ヨ|き続き一層のご支援ご協力をお願しヽ申し上|ずます。
終わりになりましたが、皆様のご健勝、ご活躍を祈念申し上げまして、年頭の
挨拶と致します。



青森県暴力団社会復帰対策協議会総会の開催につしヽて

青森県暴力団社会復帰対策協議会は、昨年 1月 26日 届」新総会を開催し、新た

なスタートを切りましたが、平成27年 度の暴力団社会復帰対策協議会総会が本

年 1月 26日 、ホテル蕎森において次のとおり開催されました。

言己
1 出 席者
来   賓    ～    蕎 森県警察本部刑事音8長
協力団体    ～    一 般社団法人蕎森県建設業協会 他 7団 体
相談受理機関  ～    青 森刑務所 他 7機 関
支援機関    ～    蕎 森労働周 他 9機 関
調査 ・相談機関 ～    蕎 森県警察本部刑事部組織犯罪対策課
社会復帰アドバイザー

事 務 局    ～    公 益財団法人蕎森県暴力追放県民センター

の代表 ・関係者    合 計 36人

2 議 案番理
(D第 1暑 議案   「 就労支援広域連携につしヽて」
警察本部組織犯罪対策課補佐から、「暴力団離脱者の就労支援活動を円滑に行
うため、他都道府県の社会復帰団体と協定を結び全国的な就労支援を行う広域
連携。」についての説明がなされ、出席者から承認されました。

(ガ第2暑 議案   「 協議会会則の一部改正について」
第 1暑 議案が可決されたことから会則に新たに 「広域連携」に関する条文を
規定することについて承認を得られました。

(3第 3暑 議案   「 役員の改選について」
平成28年 3月 末で役員の任期満了につき改選が行われ、平成28年 度の協
議会会長に吉森県建設業協会会長 副会長に青森県保護司会連含会長、同じく
富」会長に協同組含三沢建設業協会会長がそれぞれ選任されました。

3 発  表
(1)青森刑務所 ～ 暴力団離脱指導について
121蕎森保護観察所 ～ 就労支援の状況
傷)公 共職業安定所 ～ 雇用情勢等について
惚)弁 護士会民暴対策委員会 ～ 暴力団離脱に関する弁護士の役割
(5)警察本部組織犯罪対策課 ～ 暴 力団情勢と離脱支援状況
についてそれぞれ発表された。
各団体 ・機関からの発表を暴力団社会復帰対策に役立てるため、今後も更に情
報交換を行つて行<こ ととし、閉会しました。
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平成28年 2月 16日

器握か拍ら No 192

公益財団法人蕎森県暴力追放県民センター

暴力団等の不当要求断固拒否 ! 相談電話017-723-8930

第13回 民事掃A累 ■測策研究雲の開催について

本年2月 3日 (水)午後3時 から着森市の 「ラ ・プラス蕎い森」におしヽて 「第 13

国民事介入暴力対策研究会」を開催しました。この研究会は、平成 14年 に膏森

県弁護士会、青森県警察本部、当センターの三者による研究会を設置し、年 1回 、

相互の民事介入暴力対策等につしヽての研究課題を協議し、その対策を推進してしヽ

るものであります。本年の開催状況は下記のとおりでありました。

イ 出 席者

(1)青 森県弁護士会

弁護士会会長以下 14人

(〕 蕎森県警察本部

警察本音B長以下7人

僧)蕎 森県暴力追放県民センター

専務理事以下4人

2 協 議事項

◎ 青 森県弁護士会
「各種業界 (許認司行政庁)と 警察との暴排連携」

橋本 棄 弁護士  大 谷 直 弁護士

○ 各 種業界と警察との 「暴排協議会」などの設立による連携状況 (警察ヘ

の質問)。

○ 各 種業法では、暴力団排除条項が整備され、全都道府県におしヽて暴排条

例が制定施行されてしヽるが、暴力団と関係を持つことの企業 ・事業者リス

クが増大している中で、不当要求責任者講習におしヽて、反社会的勢力との

関係遮断がなぜ重要なのか、関係を持つことで事業継続にしヽかなるリスク

があるのかについても周矢□してもらうことが重要である等の内容。

◎ 青 森県警察本部
「暴力団情勢について」 県警組対課 成日補佐

○ 県 内の暴力団勢力は、六代目出□組約40人 、神戸山□組約 110人 、

稲川会約 120人 、住吉会約 40人 の昨年末より20人 少なしヽ約 310人

になつたことなど、情勢の説明。



「六代目山□組傘下組長らによる組織的な漁業法違反 ・水産資源保護法

違反事件の検挙について」 県警組対課成田補佐
○ 暴 力団組員らは、川内町の漁協組合員でもなく、業業権がないのに、県
知事の許司も受けなしヽで、平成27年 10月 、同組合の漁場区域内の海i或

で潜水機を使つて 「なまこ」約961キ ログラムを採捕した事件の説明。

◎ 青 森県暴力追放県民センター

「平成27年 中の事業推進状況と今後の課題につて」

センター 今 事務理事

○ センターの広報啓蒙活動として県民大会、作品コンクールの内容、

相談の受理 171件 、不当要求防止責任者受講数 783人 の報告と劣

析。問題点としてセンターの活動財源の確保と矢□名度の向上などにつ

しヽて説明。

r不当要求行為に関するアンケート調査結果について」

センター 山本 業務課長

○ 平 成 27年 中に実施した 「不当要求防止責任者講習」におけるアンケー

ト調査744人 からの回答を基にその結果報告と劣析。97人 の力が不当

要求を受けたと回答してしヽるなどを説明。

3 協 議状況

各協議事項について、意見や質問が活発に行われ、今後も更に一層の連携を

図つてしヽくことを確認し、研究会は終了しました。

鎌輪皿昔熱黒盤等介入暴抑鋼簾撤鋼
畿

< 民 暴研究会の状況 >

-2‐


